監督 の 基本 的 考え 方 
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今回 の 公益 法人 制度 改革 に より ① 監 督 に つい て も 主務 官庁 に よる 裁量 的 な も の か ら 法 令 
で 明確 に 定め られ た 要件 に 基づく も の に 改め られ た こと 、② 法 律 に より 法人 の ガバ ナン ス 
(内 部 統治 ) 及び 情報 開示 に つい て 詳細 に 定め られ た こと を 踏ま を 、 ま た 、③ 不 適切 な 
案 は 制度 に 対す る 信頼 を 揺るが し か ね な いこ と 、④ 法 人 の 実態 を 十分 に 把握 し な けれ ば 効 
果 的 な 監督 を 行う こと が で き な い こと を 考慮 し 、 県 の 監督 機関 (行政 庁 た る 岩手 県 知事 及 
び 法 律 で 岩手 県 知事 の 権限 を 委任 され た 岩手 県 公益 認定 等 審議 会 ) は 、 次 の よう な 考え 方 
で 公益 法人 (新制 度 の 公益 社団 法人 及び 公益 財団 法人 を い う 。 以下 同じ 。) の 監督 に 臨む こ 
と を 基本 と する 。 
(1) 法令 で 明確 に 定め られ た 要件 に 基づく 監督 を 行う こと を 原則 と する 。 
(2) 法人 自治 を 大 前 提 と し つつ 、 民 に よる 公益 の 増進 の た め 公 益 法人 が 新制 度 に 適切 に 
対応 で きる よう 支援 する 視点 を 持つ 。 
(3) 制度 へ の 信頼 確保 の た め 必 要 が ある 場合 は 、 間 題 ある 公益 法人 に 対し 迅速 か つ 厳 正 
に 対処 する 。 
(4) 公益 認定 申請 等 の 審査 、 定 期 提唱 
て 法人 の 実態 把握 に 努め る 。 
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等 の 確認 、 立 入 検査 等 あら ゆる 機会 を 活用 し 





























な お 、 移 行 法人 (公益 目的 支出 計画 を 実施 中 の 一 般 社 団 法人 及び 一 般 財団 法人 を い 2。 
以下 同じ 。) に つい て は 、 公益 目的 支出 計画 の 履行 を 確保 する 観点 か ら 監 督 を 行う こと と さ 
れ て お り 、 移 行 法人 が 公益 の 目的 の た め の 支 出 (整備 法 第 119 条 第 2 項 第 1 生 イ か ら ハ ま 
で の 支出 等 を いう 。) を 行う 限り に お いて 共通 の 規律 が 必要 と 考え られ る こと か ら 、 原 則 と 
し て 公益 法人 の 監督 に 準じ た 考え 方 で 監督 を 行う 。 



























































































































































注 監督 の 具体 的 措置 の 範囲 
「 監 督 」 は 、 公 益 認 定 (新規 、 移 行 ) 、 移 行 認可 の 登記 終了 後 、 行 政庁 及び 法律 で 行政 
庁 の 権限 を 委任 等 され た 合議 制 の 機関 が 、 公 益 法 人 の 事業 の 適正 な 運営 を 確保 する た め 
に 必要 な 限度 に お いて 、 ま た 、 移 行 法 人 の 公益 目的 支出 計画 の 履行 を 確保 する た め に 必 
要 な 範囲 内 に お いて 、 行 う も の で ある 。 

公益 法人 に つい て は 、 公 益 法人 認定 法 で は 、 第 2 章 第 3 節 に 「 公 益 法 人 の 監督 」 が 設 
けら れ 、 報告 徴収 、 立入 検査 、 勧告 、 命令 、 認定 の 取消 し 等 の 規定 が 置か れ て いる ほか 、 















































































































































等 も 公益 法人 の 事 3 
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定期 的 な 事業 報 
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入 検 査 、 勧 告 、 命 令 、 
置 と し て 捉え る こと と する 。 

















こ 規 定 さ れ て いる 変更 の 認 
保 す る た め の 措 置 で あり 、 こ れ ら 全体 を 監督 の 具体 的 措置 と し て }# 
規定 が 置か れ 、 更 に 公 る 



































こ 監 督 の 根拠 
の 作成 及び 提出 、 報 告 徴収 、 立 
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を 確 
移行 法人 に つい て は 、 整 備 法 第 123 条 第 2 項 ( 
日 計画 実施 報告 = 


的 支出 計画 の 変更 の 認可 、 公 益 目 的 支 
認可 の 取消 し 等 の 規 








が 置か れ て お り 、 こ れ ら を 監督 の 具体 的 措 
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